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◆各一般送配電事業者は、毎年度の供給計画策定に先立ち、一般送配電事業者の供給区
域における需要電力量および最大需要電力の想定（エリア需要想定）を行っている。

◆ エリア需要想定を実施する翌年度（第１年度）以降の10年間を想定期間とし、電力広域
的運営推進機関（広域機関）が策定する需要想定要領に則り、経済見通しや実績傾向
等を用いて想定を行う。

◆供給計画の策定に向けたエリア需要想定の概要スケジュールは下図のとおり。
〔※2023年度供給計画策定向けのケース〕

10
月

11月 12月 1月 2月 3月 4月～

広域
機関

一般送
配電事
業者

供給計画における一般送配電事業者のエリア需要想定について

「経済見通し」
公表※1

「全国の需要想定
結果」公表※2

ヒアリング

需要想定への反映・策定作業

「各エリア需要想定」
広域機関提出

広域機関による各一般
送配電事業者への想定
手法等に関する確認

※1…2023年度供給計画 需要想定の前提となる経済見通しの策定及び公表について｜電力広域的運営推進機関ホームページ
(occto.or.jp)※2…2023年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について｜需要想定｜電力広域的運営推進機関ホームページ (occto.or.jp)

2023.1/252022.11/24

1/6

各供給計画への反映

・発電、小売供計
・一般送配電事業者供計 等

「供給計画の取り
まとめ」公表

3/30

供計向け需要想定の策定期間

https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2022/221124_juyousoutei_2023.html
https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2022/230125_juyousoutei_2023.html
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経済見通しと電力
量との相関や実績
傾向等により想定
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変電所所内用
電力量、送配電
損失率を考慮し
補正

鉱工業生産指数
（IIP）

国内総生産
（GDP）

エリア人口

広域機関策定
の「経済見通し」

最大需要電力
（送電端）

月間電力量
（送電端）

需要電力量
（使用端・年間）

需要電力量
（送電端・年間）

日負荷率
（H3発生時）

電力量 ÷ 負荷率

H３※日電力量
（送電端）

用途別の
電力量合計

業務用
※オフィスビル・

商業施設など

〔高圧・特別高圧〕

産業用その他

※工場など

〔高圧・特別高圧〕

家庭用その他

※一般家庭、小規模
店舗・工場など

〔低圧〕

想定フロー

①需要電力量（kWh） ②最大需要電力（kW）

※最大電力
発生月の
上位3日

一口あたり人口や
原単位により想定

※ 需要電力量は気象変動の影響等を平年ベースに補正し想定

◆需要想定全体のフローは以下のとおり。

◆広域機関策定の経済見通し（人口、GDP、IIP等）を踏まえ、電力量との相関や実績傾向、
原単位等を勘案し、用途別（家庭用その他・業務用・産業用その他）に需要電力量を想定。

◆上記需要電力量から年間最大発生月の最大需要電力を想定。
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5「①需要電力量」の想定について

＜用途別の実績推移と想定（全国計）＞

〇至近10年の実績は、人口減(口数減)
や節電・省エネの進展などから減少基調
となっている。

〇新型コロナ影響に伴う在宅勤務の増など
ライフスタイル変化・定着化が見込まれる
要素については、実績動向を踏まえ、
想定に反映している。

〇2010年代半ばの実績は、IIPが100程
度に対し、3,300億kWh程度で推移
※新型コロナ影響のあった2020年度を除く

〇想定期間についても、IIPの回復や省エ
ネ進展などを踏まえ、2010年代半ばの
需要水準を見込む。

〇東日本大震災以前の実績は、経済成
長に合わせて増加基調で推移

〇至近10年は、経済成長に伴い業務用
施設が増加する一方で、節電・省エネが
進展した結果、横ばい・減少基調となっ
ており、想定期間についてもこうした傾向
が続くと見込む。

業務用〔高圧・特別高圧〕 産業用その他〔高圧・特別高圧〕家庭用その他〔低圧〕

新型コロナ影響

新型コロナ影響
新型コロナ影響

節電・省エネ進展

◆需要電力量は、用途別の実績トレンドや経済見通しに連動して増減する傾向を踏まえ、地域
特性も考慮して想定を行っている。

◆電化や節電・省エネ影響、EV普及等の動向は、実績傾向を踏まえて想定することで、先の増
加（減少）基調が反映されている。

◆各エリアの想定結果については、広域機関により、統計的な観点やエリア間比較などに関する妥
当性確認が行われている。
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〇〇〇kWh

最大需要電力
（送電端）

電力量 ÷ 負荷率

H３※日電力量
（送電端）

※最大電力
発生月の
上位3日

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
需要電力量
（送電端）

月間電力量
（送電端）

月別に展開 〔月別電力量比率（実績傾向）により振り分け〕

最大電力発生月※の上位3日電力量へ展開
〔H３日/月 電力量比率（実績傾向）により振り分け〕

日負荷率
（H3発生時）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324

平均電力
＝24時間の平均値

時 間

最大電力

日電力量
＝青枠内の面積

＝日負荷率

電

力

需

要

x
y

xy

〇〇〇kW（ｘ）
〇〇〇kW（ｙ）

日負荷率（ｚ）＝

÷

＝
〇〇〇kW

「②最大需要電力」の想定について

◆最大需要電力は、需要電力量を基に、日負荷率（１日における電気の使われ方）などを考
慮して想定。

＜日負荷率のイメージ＞

※ エリアにより夏季・冬季が異なる

1時間平均値算出
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（以下、参考）
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8〔参考〕経済見通しの公表内容（広域機関）について

（出所）2023年度供給計画 需要想定の前提となる経済見通しの策定及び公表について（2022.11/24）
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2023[令和5]年度 供給計画　電力需要想定の前提となる経済見通し 電力広域的運営推進機関

年度 　 推定 出典（実績）
実績 第１年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 第６年度 第７年度 第８年度 第９年度 第10年度

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2022

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 ～2032

国内総生産

（GDP)
512.1 514.7 517.9 532.1 530.2 539.4 543.5 553.2 554.6 549.9 524.9 536.8 546.2 551.6 557.1 562.3 566.9 570.7 574.7 578.8 581.8 584.7 587.7 0.7%

民間最終消費

支出（CP)
290.5 292.3 297.3 306.0 297.9 300.0 299.1 302.2 302.4 299.3 283.0 290.4 299.1 302.7 306.0 308.8 310.6 312.1 313.6 315.4 316.5 317.5 318.6 0.6%

民間企業設備

投資（IP)
73.7 76.6 77.8 82.0 84.2 87.1 87.8 90.3 91.7 90.1 83.2 83.6 86.7 89.0 90.9 92.4 93.9 95.2 96.4 97.6 98.3 99.0 99.7 1.4%

第2次産業固定

資本ｽﾄｯｸ(KP2)
293.0 290.1 288.8 288.0 288.9 291.4 294.0 297.2 300.4 301.5 300.9 301.7 300.8 300.5 300.6 301.0 301.7 302.6 303.6 304.7 305.7 306.7 307.6 0.2%

第3次産業固定

資本ｽﾄｯｸ(KP3)
398.4 395.6 396.1 397.7 400.4 403.7 406.9 410.0 414.2 417.7 418.6 420.5 421.6 423.5 425.9 428.8 432.1 435.7 439.5 443.6 447.6 451.5 455.5 0.8%

2015暦年

=100
101.2 100.5 97.8 101.1 100.5 99.8 100.6 103.5 103.8 99.9 90.3 95.5 97.0 98.9 101.9 102.2 102.5 102.8 103.0 103.2 103.3 103.4 103.5 0.6%

経済産業省大臣官房調

査統計ｸﾞﾙｰﾌﾟ

万戸 81.9 84.1 89.3 98.7 88.0 92.1 97.4 94.6 95.3 88.4 81.2 86.6 85.9 85.2 87.1 － － － － － － － － 0.7%
国土交通省総合政策局

注)年平均増減率は

2022～2024年度

北海道 550.6 548.8 546.5 543.8 541.0 538.2 535.5 532.5 529.3 525.9 522.5 518.3 513.8 509.4 505.0 500.6 496.2 491.8 487.3 482.7 478.0 473.2 468.4 -0.9%

東　北 1,171.0 1,159.3 1,150.8 1,143.9 1,136.6 1,128.7 1,120.9 1,111.7 1,102.0 1,091.9 1,081.2 1,069.6 1,058.2 1,046.9 1,035.7 1,024.6 1,013.7 1,002.7 991.6 980.3 968.9 957.4 945.8 -1.1%

東　京 4,469.5 4,472.6 4,472.5 4,479.3 4,489.7 4,502.3 4,519.7 4,534.6 4,548.7 4,562.0 4,562.2 4,551.6 4,548.2 4,542.3 4,534.2 4,523.9 4,511.7 4,498.7 4,484.6 4,469.7 4,453.8 4,437.0 4,419.4 -0.3%

中　部 1,603.6 1,600.6 1,598.5 1,597.0 1,594.6 1,593.7 1,593.3 1,591.7 1,589.3 1,586.8 1,581.6 1,572.5 1,566.0 1,559.2 1,552.1 1,544.7 1,537.2 1,529.2 1,521.1 1,512.6 1,503.9 1,495.0 1,486.0 -0.5%

北　陸 306.9 305.8 304.7 303.3 302.0 300.7 299.5 298.4 297.2 295.3 293.4 291.0 288.7 286.6 284.5 282.4 280.5 278.5 276.4 274.3 272.1 269.9 267.7 -0.8%

関　西 2,090.3 2,088.3 2,085.4 2,081.9 2,077.0 2,072.5 2,070.2 2,067.1 2,063.2 2,060.2 2,054.1 2,043.9 2,034.7 2,024.6 2,013.8 2,002.2 1,990.0 1,977.3 1,964.4 1,951.2 1,937.6 1,923.5 1,909.1 -0.6%

中　国 756.3 754.2 751.7 749.1 746.3 743.8 741.2 737.9 734.1 730.1 725.5 719.8 714.9 710.1 705.4 701.0 696.7 692.3 687.6 683.0 678.3 673.6 668.6 -0.7%

四　国 397.7 395.4 393.0 390.3 387.5 384.6 382.1 379.4 376.3 373.1 369.6 365.9 362.2 358.6 355.1 351.7 348.3 345.0 341.6 338.2 334.8 331.3 327.8 -1.0%

九　州 1,320.4 1,317.8 1,314.7 1,310.9 1,306.5 1,301.6 1,297.8 1,293.9 1,289.3 1,284.0 1,277.9 1,270.6 1,263.2 1,255.7 1,248.1 1,240.5 1,232.8 1,225.0 1,217.0 1,208.6 1,200.3 1,191.7 1,183.1 -0.7%

沖　縄 139.3 140.2 141.1 141.9 142.6 143.4 144.2 144.8 145.4 146.2 146.7 146.8 147.3 147.7 148.0 148.2 148.3 148.4 148.4 148.4 148.4 148.4 148.3 0.1%

全　国 12,805.7 12,783.4 12,759.3 12,741.4 12,723.7 12,709.5 12,704.2 12,691.9 12,674.9 12,655.5 12,614.6 12,550.2 12,497.3 12,441.0 12,381.9 12,319.8 12,255.4 12,188.9 12,119.9 12,048.9 11,976.1 11,901.0 11,824.3 -0.6%

想　　定
実　　績

総

人

口

万人

「国勢調査」

および

「人口推計」

総務省統計局

内閣府

経済社会総合

研究所

注）2021年度の第2次

産業固定資本ｽﾄｯｸ

(KP2)、第3次産業固定

資本ｽﾄｯｸ(KP3)は、本

機関の簡易推計値であ

る。

年平均増

減率

新設住宅着工

国

民

経

済

計

算

兆円

 (2015

暦年

連鎖

価格)

鉱工業生産指数

（IIP)

9〔参考〕経済見通しの公表内容（広域機関）について

（出所）2023年度供給計画 需要想定の前提となる経済見通しの策定及び公表について（2022.11/24）
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10〔参考〕需要想定結果の公表内容（広域機関）について

（出所）2023年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について（2023.1/25）
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11〔参考〕需要想定結果の公表内容（広域機関）について

（出所）2023年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について（2023.1/25）


